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１．はじめに 

T 字管や屈曲部には，内圧により管を背面側に動かそうとするスラスト力が作用する．

土圧等によってスラスト力に抵抗し，通常管は動かないが，地震時には土圧の低下等によ

り管が大きく動き継手で離脱する場合がある．有吉ら 1)は，遠心模型実験を行い，背面側

の埋戻し材料に固化処理土等の固結工法を用いることで，地震時の管の変位を抑制できる

可能性があることを示した．本稿では 1G 場での振動実験により工法の有効性を検証した． 

２．実験概要 

供試管は，アルミ製の T 字管と直管を接合したものを用いた（図図 11）．T 字管本管部の両

端及び直管の片端には蓋，直管内面には止水ゴムを設置しており，枝管部（挿口）に直管

（受口）を接合した．供試管に内圧を負荷すると，T 字管にスラスト力が作用する．気中

で供試管に内圧を負荷した場合，内圧 117kPa（3 回の平均値，106～125kPa．スラスト力

に換算すると 0.9kN）で T 字管は動き出し，直管から大きく抜け出した．なお，気中での

内圧試験において，スラスト力に抵抗する力は，主に止水ゴムと T 字管の摩擦力である． 
模型地盤は，長さ 2000mm，高さ 800mm，奥行き 1000mm である（図図 22）．地震時に，

現地盤は粘性土等で液状化せず，埋戻し材料だけが液状化や強度低下する状況を再現する

ため，現地盤には細粒分が多い笠間土（SF，dmax=1.532g/cm3，w= 23.8%），埋戻し材料

には霞ヶ浦砂（S-FG，dmax=1.585g/cm3，w= 15.3%）を用いた．笠間土は含水比 26.8%で

締固め度 90%となるように，1 層の締固め層厚を 100mm で作成した．霞ヶ浦砂は含水比

5.9%で締固め度 85%となるように，1 層の締固め層厚を 100mm 以下で作成した． 
実験は 2 ケースで，T 字管背面の埋戻し材料を変更した．Case1 及び Case2 ともに埋戻

し材料は霞ヶ浦砂であるが，Case2 では T 字管と

笠間土（現地盤の想定）の間（図図 22 の斜線部）にグ

ラウト（水ガラス系溶液タイプ土質安定剤エヌタ

イトスーパー30）を注入した．注入は複数の塩ビ管

（φ10 の有孔管）を地盤に差し込んで行った．T 字

管の変位量及び図図 22 に示す位置（S1，S2，K1，K2）
の間隙水圧を計測した．  

実験の手順を以下に示す．1）実験模型作成後，

土槽底面より注水し，地表面まで水位を上げ埋戻

し材料を飽和する．2）供試管に 250kPa の内圧を

負荷する．3）内圧を負荷した状態で模型地盤に地

震動（周波数 5Hz，10 秒間の正弦波を 400cm/s2，

600 cm/s2 の順）を与える． 
内圧 250kPa 負荷時には，スラスト力は 1.96kN

であり，止水ゴムと T 字管の摩擦力は約 0.9kN で

あるため，約 1kN のスラスト力は主に土圧により

支持され，管は静止している．なお，T 字管背面の

投影面積 0.069m2（=0.46m×0.15m）から推定さ

れる土圧は 15kPa（=1kN/0.069m2）である． 
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図 1 供試管（直管及び T 字管） 

 

図 2 実験模型の断面図  
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３．実験結果 

600 cm/s2 加振後に供試管上部の地盤を掘削した

状況を図図 33（Case1）及び図図 44（Case2）に示す．Case1
では，T 字管が直管より大きく抜出し，笠間土と接

触するまで変位した．図図 55 に示すように，Case1 の

400 cm/s2 加振時には，加振中はほぼ一定速度で

150mm まで変位し，加振終了とともに，管の変位

は停止した．600 cm/s2 加振時には，T 字管が笠間土

に接触するまで管は変位し，接触後にほぼ停止し

た．粘性土である笠間土は，600 cm/s2 の加振を受

けても顕著な強度低下を起こさずに，地震時にもス

ラスト抵抗力を発揮したため，供試管は離脱まで至

らなかったと考えられる． 
一方，Case2 では，管背面の地盤はグラウトによ

り固化しており，600 cm/s2 加振時にも T 字管はほ

とんど変位（抜出し）しなかった（図図 44 及び図図 55）．

固化部以外の埋め戻し材料は液状化したが，管背面

と現地盤の間を固化することで，地震時にもスラス

ト力に抵抗でき，管の変位を抑制し，継手部の離脱

被害を減少させられると考えられる．   
Case2 の 600 cm/s2 加振時の過剰間隙水圧比を図図

66 に示す．霞ヶ浦砂では過剰間隙水圧比は 1 近くま

で上昇し液状化したが，笠間土では，ほとんど過剰

間隙水圧は生じず，地震時にも液状化を起こさず

に，大きな強度低下がなかったことが分かる．   
４．考察 

構造設計では，現地盤と埋戻し地盤を一体的に考

えて，ランキン理論を用いて地盤全体が破壊すると

きの受働土圧を想定している．現地盤の粘着力は考

慮されておらず，静的な状況では，かなり安全側の

設計であると思われる．  
しかし，地震時にスラスト力が作用する曲管等の

周辺の継手で離脱被害が集中するのは，本実験のよ

うに，埋戻し材料の剛性及び強度低下等が影響して

いると考えられる．そのため，地震時に液状化や顕

著な剛性低下が懸念されない現地盤の箇所では，屈

曲背面の埋戻し材料に固化処理土等の強度低下し

にくい材料を用いることで，屈曲部周辺の離脱被害

を抑制できると思われる．既設管に対しては，本実

験のようにグラウトによる工法が考えられる．  
５．おわりに 

管路の耐震性向上には，施設の重要度等に加えて，被害の多い屈曲部等のスラスト力が

作用する箇所を優先的に耐震化することが重要である．屈曲部については，本稿で示した

埋戻し材料の固化に加えて，離脱防止継手を有する耐震管を用いる工法 2)も有効であり，

これらの工法は，令和 3 年度に改定されたパイプラインの設計基準に追記された．今後，

こうした工法により効率的に管路の耐震化を図り，被害を最小限に抑えることが望まれる． 
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図 3 Case1 の実験験終了の状況 

 

図 4 Case2 の実験終了後の状況  

 

図 5 管の変位量の時系列データ 

 
図 6 間隙水圧計の時系列データ  
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